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81.5

助成率：1/2 又は 1/3*助成率：2/3 又は 1/2*

国内において、２０３０年度時点に原油換算で
10 万 k L ／年以上が見込める技術が対象です。
日本国内に研究開発拠点を有している企業、大
学等の法人が提案可能です。

省エネルギー技術の開発を戦略的に推進す
ることで、日本における省エネルギー型経済
社会の構築および産業競争力の強化に寄与
します。


